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年金調整課 

 

 年金調整課は、学生納付特例事務法人の指定、年金委員の委嘱、市町村に交付する

国民年金事務費交付金等の審査、社会保険労務士が行う業務の指導・監督などの業務

を行っています。 

 

１．社会保険労務士に関する業務について 

 

（１）概要 

社会保険労務士は、社会保険労務士試験に合格した後に全国社会保険労務士会連

合会に備える社会保険労務士名簿に登録され、社会保険労務士法に基づき労働保険

や社会保険の届出書類の作成及び申請手続の代行業務等を行います。 

東海北陸厚生局では、社会保険労務士に関する業務のうち、次の業務を行ってい

ます。 

 

① 社会保険労務士又は社会保険労務士法人に対する報告及び検査 

② 社会保険労務士が社会保険労務士法等に違反した場合の社会保険労務士 

会等からの通知の受理 

③ 社会保険労務士会の総会決議の取消及び役員解任の命令 

④ 社会保険労務士会に対する報告徴収、勧告及び調査 

⑤ 社会保険労務士会からの社会保険労務士等に対して注意勧告を行った場 

合の報告 

⑥ 社会保険労務士に不正があった場合の懲戒処分に関する聴聞 

⑦ 全国社会保険労務士会が実施している社会保険労務士試験への協力等 
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（２）実績 

社会保険労務士会員数は、次のとおりです。 

（各年度末現在） 

県 名 年 度 

会員数（単位：人） 

社会保険労 
務士法人数 合 計 開 業 

法人の 
社 員 

勤 務 その他 

富山県 

平成 29 年度 289 177 13 83 16 8 

平成 30 年度 296 183 16 82 15 11 

令和元年度 302 184 19 80 19 12 

石川県 

平成 29 年度 316 193 23 77 23 11 

平成 30 年度 317 184 30 82 21 17 

令和元年度 322 185 30 87 20 18 

岐阜県 

平成 29 年度 577 342 25 184 26 18 

平成 30 年度 584 341 26 189 28 19 

令和元年度 589 336 31 199 23 23 

静岡県 

平成 29 年度 1,026 601 111 190 124 69 

平成 30 年度 1,027 609 113 186 119 73 

令和元年度 1,048 612 126 192 118 85 

愛知県 

平成 29 年度 2,599 1,536 122 524 417 80 

平成 30 年度 2,631 1,563 132 518 418 93 

令和元年度 2,700 1,575 149 553 423 109 

三重県 

平成 29 年度 416 269 12 83 52 7 

平成 30 年度 418 265 16 84 53 9 

令和元年度 431 274 20 84 53 11 

管内計 

平成 29 年度 5,223 3,118 306 1,141 658 193 

平成 30 年度 5,273 3,145 333 1,141 654 222 

令和元年度 5,392 3,166 375 1,195 656 258 
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（１）概要 

年金委員は、日本年金機構法第３０条に基づき、厚生労働大臣からの委嘱を受け

て、会社や地域において政府管掌年金事業の適用、給付、保険料その他の事項につ

いて啓発、相談及び助言等の活動を行うことで、政府管掌年金事業の理解を高め、

その円滑な運営を図ることを目的に設置されています。 

年金委員は、厚生年金保険適用事業所の事業主が推薦し、委嘱される「職域型」

の年金委員と、市町村長又は地域団体が推薦し、委嘱される「地域型」の年金委員

に区分されています。 

東海北陸厚生局では、管内の厚生年金保険適用事業所の事業主や市町村長又は地

域団体から推薦等のあった年金委員候補者に対して、委嘱に関する、審査、決定及

び委嘱状・解嘱状の発行等を行っています。 

 

（２）実績 

年金委員の委嘱数は、次のとおりです。 

（各年度末現在） 

県 名 

委嘱数（単位：人） 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

職域型 地域型 計 職域型 地域型 計 職域型 地域型 計 

富山県 2,303 153 2,456 2,230 135 2,365 2,192 126 2,318 

石川県 1,364 134 1,498 1,361 103 1,464 1,358 95 1,453 

岐阜県 2,231 89 2,320 2,252 76 2,328 2,262 82 2,344 

静岡県 5,233 149 5,382 4,984 119 5,103 4,898 122 5,020 

愛知県 4,973 143 5,116 4,832 109 4,941 4,784 123 4,907 

三重県 1,559 101 1,660 1,531 99 1,630 1,536 103 1,639 

管内計 17,663 769 18,432 17,190 641 17,831 17,030 651 17,681 

 

  

２．年金委員の委嘱、解嘱について 
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３．国民年金保険料の納付に係る学生納付特例事務法人の指定等につ

いて 

 

（１）概要 

学生納付特例制度は、学生である本人の申請により国民年金保険料の納付が一定

期間猶予される制度で、簡単な手続を行うことで年金受給権を確保するものです。 

本制度を利用するには、市町村の窓口に申請を行う必要がありますが、できるだ

け申請しやすい環境を整備する観点から、大学等教育施設が学生から委託を受けて

申請を代行できる学生納付特例事務法人制度が設けられています。東海北陸厚生局

では、管内の学生納付特例事務法人の指定等の業務を行っています。 

   

（２）実績 

ア 令和元年６月１９日、新たに学生納付特例事務法人の指定を受けた大学等教育

施設の協力のもと、公的年金制度・国民健康保険制度の正しい理解の普及・推進

を目的にイベント（指定通知書交付式、年金セミナー、国民健康保険セミナー）

を開催しました。 

学校法人滝川学園 名古屋文理大学短期大学部学生セミナー 

「地域活動実践者より学ぶ～年金と国民健康保険制度～」 

日時：令和元年６月１９日（水） 

会場：名古屋文理大学短期大学部 Ｅ棟４階 第１視聴覚室 
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イ 指定等の状況は、次のとおりです。 

学生納付特例事務法人     ３６法人 

学生納付特例事務取扱教育施設 １０施設 

 （令和２年３月３１日現在） 

県 名 事務法人・教育施設名 学校名 

富山県 学校法人 富山国際学園 

・富山国際大学東黒牧キャンパス 

・富山国際大学呉羽キャンパス 

・富山短期大学 

石川県 

金沢美術工芸大学  

学校法人 アリス国際学園 
・専門学校アリス学園 

・専門学校アリス学園 加賀分校 

学校法人 金沢学院大学 

・金沢学院大学 

・金沢学院短期大学 

・金沢学院大学大学院 

学校法人 金城学園 
・金城大学 

・金城大学短期大学部 

公立大学法人 公立小松大学 ・公立小松大学 

岐阜県 

岐阜市立女子短期大学  

情報科学芸術大学院大学  

木工芸術スクール  

岐阜県立下呂看護専門学校  

学校法人 神谷学園 
・東海学院大学短期大学部 

・東海学院大学 

静岡県 

学校法人 静岡県西部理容美容学園 ・静岡県西部理容美容専門学校 

東海アクシス看護専門学校  

学校法人 森島学園 
・専門学校浜松医療学院 

・富士リハビリテーション専門学校 

学校法人 静岡自動車学園 ・専門学校静岡工科自動車大学校 

学校法人 興誠学園 
・浜松学院大学 

・浜松学院大学短期大学部 

学校法人 国際ことば学院 

・国際ことば学院外国語専門学校 

・国際ことば学院日本語学校 

・富士山日本語学校 

学校法人 ビューティー総合学園 ・静岡アルス美容専門学校 
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学校法人 静岡県美容学園 ・静岡県美容専門学校 

学校法人 常葉大学 

・常葉大学（静岡草薙キャンパス／静

岡瀬名キャンパス／静岡水落キャンパ

ス／浜松キャンパス） 

・常葉大学短期大学部（静岡草薙キャ

ンパス／静岡瀬名キャンパス） 

愛知県 

学校法人 愛知学院 ・愛知学院大学 

岡崎市立看護専門学校  

学校法人 セムイ学園 

・東海医療科学専門学校 

・東海歯科医療専門学校 

・東海医療工学専門学校 

・東海医療福祉専門学校 

田原市立田原福祉専門学校  

学校法人 中京法律学園 ・中京法律専門学校 

学校法人 電波学園 
・愛知工科大学 

・愛知工科大学自動車短期大学 

公益財団法人 名古屋 YWCA ・名古屋ＹＷＣＡ学院日本語学校 

学校法人 名古屋電気学園 

・愛知工業大学八草キャンパス 

・愛知工業大学自由ヶ丘キャンパス 

・愛知工業大学本山キャンパス 

・愛知工業大学情報電子専門学校 

学校法人 名古屋大原学園 

・大原簿記情報医療専門学校 

・大原簿記情報医療専門学校静岡校 

・大原簿記情報医療専門学校浜松校 

・大原トラベル･ホテル･ブライダル専

門学校 

・大原トラベル･ホテル･ブライダル専

門学校静岡校 

・大原トラベル･ホテル･ブライダル専

門学校浜松校 

・大原法律公務員専門学校 

・大原法律公務員専門学校静岡校 

・大原法律公務員専門学校浜松校 

・大原簿記医療観光専門学校岐阜校 

・大原法律公務員専門学校岐阜校 

・大原公務員医療観光専門学校沼津校 

・大原介護福祉専門学校沼津校 
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・大原簿記医療観光専門学校津校 

・大原法律公務員専門学校津校 

学校法人 瀬木学園 

・愛知みずほ大学 

・愛知みずほ大学大学院 

・愛知みずほ大学短期大学部 

学校法人 神野学園 

・岐阜医療科学大学 

・中日本自動車短期大学 

・中日本航空専門学校 

公立大学法人 名古屋市立大学 ・名古屋市立大学 

愛知県美容業生活衛生同業組合 
・中部美容専門学校（名古屋校） 

・中部美容専門学校（岡崎校） 

学校法人 前田学園 ・愛知美容専門学校 

学校法人 名古屋文化学園 ・名古屋文化学園保育専門学校 

学校法人 さくら学園 
・慈恵福祉保育専門学校 

・慈恵歯科医療ファッション専門学校 

学校法人 滝川学園 ・名古屋文理大学短期大学部 

学校法人 吉田学園 ・愛知総合看護福祉専門学校 

学校法人 藤田学園 ・学校法人藤田学園 藤田医科大学 

医療法人 珪山会 ・中部看護専門学校 

三重県 

三重県立公衆衛生学院  

三重県立水産高等学校  

学校法人 長谷川学園 ・旭理容美容専門学校 

学校法人 鈴鹿医療科学大学 
・鈴鹿医療科学大学千代崎キャンパス 

・鈴鹿医療科学大学白子キャンパス 

学校法人 暁学園 ・四日市大学 

公益社団法人 松阪地区医師会 ・松阪看護専門学校 

※ 下線の法人は、令和元年度に学生納付特例事務法人の指定を行った法人です。 
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４．国民年金等事務取扱交付金に関する業務について 

 

（１）概要 

国民年金等事務取扱交付金は、国民年金法第８６条により、市町村が「法定受託

事務」（地方自治法に定める地方公共団体の事務）を行うにあたり必要とされた費

用について国が交付するものと、法定受託事務以外に市町村が国民年金事務に係る

「協力・連携事務」を行うにあたり必要とされた経費について国が交付するものと

の２つに分けられています。 

東海北陸厚生局では、国民年金等事務取扱交付金に係る次の業務を行っています。 

 

①  市町村より提出される交付申請書及び報告書の内容審査及び厚生労働本省  

への提出 

②  市町村より提出される「協力・連携計画書」の内容審査及び厚生労働本省へ

の報告 

③  市町村国民年金事務担当職員を対象に説明会を実施 

 

（２）実績 

ア 国民年金等事務取扱交付金の交付実績は、次のとおりです。 

（単位：円） 

県 名 
市町
村数 年 度 法定受託事務 協力・連携事務 計 

富山県 15 

平成 29 年度 134,550,472 42,626,176 177,176,648 

平成 30 年度 134,156,251 40,413,671 174,569,922 

令和元年度 127,304,909 26,348,597 153,653,506 

石川県 19 

平成 29 年度 162,556,209 63,754,826 226,311,035 

平成 30 年度 164,628,366 40,103,507 204,731,873 

令和元年度 151,850,596 34,179,228 186,029,824 

岐阜県 42 

平成 29 年度 321,592,677 131,429,420 453,022,097 

平成 30 年度 316,618,855 84,813,347 401,432,202 

令和元年度 291,122,044 67,424,704 358,546,748 

静岡県 35 

平成 29 年度 594,845,901 188,268,365 783,114,266 

平成 30 年度 562,070,691 141,863,330 703,934,021 

令和元年度 527,489,624 115,336,000 642,825,624 

愛知県 54 

平成 29 年度 1,223,276,531 392,056,861 1,615,333,392 

平成 30 年度 1,188,414,205 358,994,682 1,547,408,887 

令和元年度 1,119,024,325 229,110,698 1,348,135,023 
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三重県 29 

平成 29 年度 280,887,185 91,562,259 372,449,444 

平成 30 年度 274,788,943 63,816,798 338,605,741 

令和元年度 254,623,810 48,375,322 302,999,132 

管内計 194 

平成 29 年度 2,717,708,975 909,697,907 3,627,406,882 

平成 30 年度 2,640,677,311 730,005,335 3,370,682,646 

令和元年度 2,471,415,308 520,774,549 2,992,189,857 

 

（単位：百万円） 

 

 

イ 市町村国民年金事務担当職員を対象とした説明会の実施実績は、次のと

おりです。 

 

県 名 
市町

村数 
開 催 日 会 場 

受講者数 

(市町村数) 

富山県 15 令和元年 6 月 14 日 富山県教育文化会館 17 名（14） 

石川県 19 令和元年 6 月 13 日 石川県地場産業振興センター 28 名（19） 

岐阜県 42 令和元年 6 月 11 日 岐阜産業会館 46 名（41） 

静岡県 35 令和元年 6 月 ４日 静岡県教育会館 51 名（34） 

愛知県 54 令和元年 6 月 ７日 名古屋合同庁舎第１号館 67 名（53） 

三重県 29 令和元年 6 月 20 日 三重県総合文化センター 32 名（26） 
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５．年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金に関する業

務について 

 

（１）概要 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律が令和元年 10 月に施行されたこと

に伴い、市町村が年金生活者支援給付金の支給に係る事務の一部を行うこととなり

ました。 

市町村は、法定受託事務と協力・連携事務を実施し、事務処理に必要な費用を国

が交付します。 

東海北陸厚生局では、年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金に係

る次の業務を行っています。 

 

①  市町村より提出される交付申請書及び報告書の内容審査及び厚生労働本省  

への提出 

②  市町村年金生活者支援給付金事務担当職員を対象に説明会を実施 

 

（２）実績 

令和元年度 年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金の交付実績

は、次のとおりです。 

（単位：円） 

県 名 
市町
村数 法定受託事務 協力・連携事務 計 

富山県 15 1,504,668 4,222,200 5,726,868 

石川県 19 2,138,007 5,266,955 7,404,962 

岐阜県 42 4,810,629 9,818,497 14,629,126 

静岡県 35 6,362,115 18,902,938 25,265,053 

愛知県 54 12,338,805 34,086,780 46,425,585 

三重県 29 3,011,667 8,880,145 11,891,812 

管内計 194 30,165,891 81,177,515 111,343,406 
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６．健康保険事務指定市町村交付金に関する業務について 

 

（１）概要 

健康保険事務指定市町村交付金は、厚生労働大臣の指定を受けた市町村が日雇特

例被保険者に対して日雇特例被保険者手帳の交付等の諸手続業務に要した事務経

費を交付するものです。 

東海北陸厚生局では、市町村より提出された健康保険事務指定市町村交付金申請

書及び各種報告書の内容審査並びに厚生労働本省への提出に係る業務を行ってい

ます。 

 

（２）実績 

健康保険事務指定市町村交付金の交付実績は、次のとおりです。 

 

  

年 度 
指定市

町村数 

申請市

町村数 
県 名 市町村名 取扱件数 

交付金額 

（単位：円） 

平成 29 年度 1 1 愛知県 武豊町 15 1,272 

平成 30 年度 1 1 愛知県 武豊町 14 1,206 

令和元年度 1 1 愛知県 武豊町 23 1,998 
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７．日本年金機構、市町村、関係機関等との連絡調整に関する業務につ

いて 

 

（１）概要 

東海北陸厚生局では、政府管掌年金事業等の実施に関する日本年金機構、地方公

共団体、事業者団体その他の関係者との連絡調整に関する業務を行っています。 

 

（２）実績 

   管内の連絡調整に関する実施実績は、次のとおりです。 

   ① 日本年金機構が行う「地域年金展開事業」への支援・協力として、各県で開

催される「地域年金事業運営調整会議」（２月 5日～２６日までの間の内４日）

に委員として出席 

    ※地域年金展開事業：「地域における年金運営の展開に関する事業」の略称。

地域に根ざした公的年金制度の啓発、周知を目的とする。 

② 日本年金機構大曽根地域代表年金事務所との打合せ会への出席 

年３回（６月３日、１０月２１日、１２月２４日） 

③ 県都市国民年金協議会等への出席 

    ・富山県都市国民年金事務研究協議会（１０月３日） 

  ・岐阜県都市国保・年金主管課長会議（１１月５日） 

    ・愛知県都市国民年金協議会研修会（２月１３日） 

 

※  太 字 の  


